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※本書の利用にあたって 

 
 尼崎市の６地区は下図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 
【参考】６地区にある鉄道駅 

 ・中央：［阪神］出屋敷・尼崎・大物 

 ・小田：［ＪＲ］尼崎 ［阪神］杭瀬 

 ・大庄：［阪神］武庫川・尼崎センタープール前 

 ・立花：［阪急］塚口 ［ＪＲ］立花 

 ・武庫：［阪急］武庫之荘        

 ・園田：［阪急］園田 ［ＪＲ］塚口・猪名寺 

 

 
 本報告書掲載の図表では、人口減少数、転出数、転出超過数等にはマイナスの符号を付した。 

 

 
  

地区界 
 
用途地域 
第 1 種低層住居専用地域 
第 1 種中高層住居専用地域 
第２種中高層住居専用地域 
第 1 種住居地域 
第２種住居地域 
準住居地域 
近隣商業地域 
商業地域 
準工業地域 
工業地域 
工業専用地域 
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Ⅰ 人口及び世帯 
１ 人口 

（1）全市 

尼崎市の人口は、図1-1-1のとおり、昭和45年(1970年)に553,696人と最多となり、

その後は、一時的な増加はありつつも、大勢としては減少傾向にある。 

最近の推移をみると、図1-1-2のように、令和7年度末（令和8年３月31日現在。以下、

同様。）の人口は前年より0.25％（1,131人）増加して458,203人となった。本市の人口

が増加したのは令和2年度末以来6年ぶりである。一方で、最近５年間では、令和3年度

末より0.2%の減少（▲1,058人）となっている。 

 

図 1-1-1 尼崎市の人口・世帯の推移（昭和 35 年～令和 7 年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-2 尼崎市の人口（令和 3～7 年度末） 
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（2）地区別 

令和７年度末における人口は、図1-1-3のとおり、立花地区が107,439人と10万人を

超え、次いで、園田地区が多く、武庫地区及び小田地区が7万人台、中央地区及び大庄

地区が5万人台となっている。また、表1-1-4のように、前年度末から園田地区が0.85％

増加（834人）、中央地区が0.68%増加（352人）し、大庄地区が0.41％減少（▲206人）、

武庫地区が0.22％減少（▲166人）となった。 

令和3年度末と比較すると、園田地区で1.6％増加（1,546人）、小田地区で0.3％増加

（238人）した。ほか4地区は減少し、このうち、大庄地区が3.1%減少（▲1,604人）、

武庫地区が1.3％減少（▲973人）と減少率が高くなっている。 

 

 

図 1-1-3 6 地区の人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-1-4 尼崎市及び 6 地区の人口 
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２ 世帯数及び１世帯当たり人員 

（1）全市 

令和７年度末における尼崎市の世帯数は、図1-2-1のとおり、248,401世帯である。

世帯は増加が続いており、令和3年度末と比べ4.0％増加（9,647世帯）した。 

１世帯当たり人員は1.85人となり、5年間で0.08人の減少となった。 

 

図 1-2-1  尼崎市の世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

令和７年度末の世帯は、図1-2-2、表1-2-3のとおり、立花地区が58,661世帯、園田

地区が51,630世帯と5万世帯を超え、以下、小田地区、武庫地区、中央地区、大庄地区

の順となった。 

令和３年度末と比べると6地区とも増加し、なかでも、園田地区で5.6％増加（2,733

世帯）、中央地区で5.1％増加（1,541世帯）と増加率が高くなっている。 

１世帯当たり人員は、図1-2-2や表1-2-4にみるように減少が続き、6地区とも2.0人

を下回っている。武庫地区が最も高いものの1.95人となっている。 

 

図 1-2-2 6 地区の世帯及び 1 世帯当たり人員 
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表 1-2-3  尼崎市及び 6 地区の世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-2-4 尼崎市及び 6 地区の 1 世帯当たり人員 
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３ 年齢別人口 

（1）年齢３区分別人口 

①全市 

令和７年度末における年齢別人口を図1-3-1よりみると、0～14歳人口（年少人口）

は49,119人、15～64歳人口（生産年齢人口）は285,597人、65歳以上人口（老年人口）

は123,487人である。 

また表1-3-3のとおり、0～14歳人口は令和３年度末から6.3％減少（▲3,288人）、15

～64歳人口は2.0％増加（5,630人）、65歳以上人口は2.7％減少（▲3,400人）している。 

 

図 1-3-1 尼崎市の年齢 3 区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区別 

図1-3-2及び表1-3-3をみると、令和7年度末の0～14歳人口は、園田地区で12,266人、

立花地区10,920人で1万人を超え、以下、武庫地区及び小田地区が8千人台、大庄地区

及び中央地区が4千人台となっている。6地区とも減少が続いており、令和3年度末から

令和7年度末をみると、中央地区で10.7％減少（▲493人）し、大庄地区、立花地区、

武庫地区でも7％を超える減少となっている。 

次に、15～64歳人口をみると、立花地区で67,678人、園田地区で63,535人と６万人

を超え、武庫地区及び小田地区が4万人台、以下、中央地区、大庄地区の順となってい

る。令和３年度末と令和7年度末を比べると、園田地区が3.5％増加（2,144人）と増加

率が最も高く、次いで小田地区が3.3％増加（1,472人）となり、中央地区、立花地区も

増加している。一方で、武庫地区は0.6％減少（▲273人）、大庄地区は0.4％減少（▲

114人）と、緩やかに減少している。 

65歳以上人口は、立花地区が28,841人と最も多く、次いで、園田地区が23,211人で

あり、小田地区、武庫地区が約２万人、大庄地区、中央地区が約１万５千人台である。

令和３年度末と比べると、武庫地区は横ばい、その他５地区は減少し、大庄地区で6.1％

減少（▲1,027人）、中央地区が3.9％減少（▲626人）、小田地区が3.8％減少（▲823人）

と、南部３地区の減少率が高くなっている。 
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図 1-3-2 ６地区の年齢３区分別人口と増減率 
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表 1-3-3 尼崎市及び６地区の年齢３区分別人口 
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（2）年齢３区分別人口構成比 

①全市 

上記（1）でみた年齢３区分別人口の構成比をみると、図1-3-4のとおり、尼崎全市

では0～14歳人口は10.7％、15～64歳人口は62.3％、65歳以上人口は27.0％となった。

それぞれの割合は、表1-3-5に示したとおり、令和３年度末より0.7ポイント低下、1.3

ポイント上昇、0.6ポイント低下となった。 

 

 

②地区別 

令和７年度末の0～14歳人口の割合は、図1-3-4のとおり、園田地区で12.4%と最も

高く、武庫地区で11.7%、小田地区で11.0%、立花地区で10.2％と10％を超えている。

大庄地区、中央地区は10％を下回っている。また、令和３年度末と比べると、表1-3-

5のとおり、６地区とも割合が低下し、低下幅は中央地区が0.9ポイントと最も大きく、

次いで、立花地区及び武庫地区で0.8ポイントである。 

15～64歳人口は、園田地区で64.2%と最も高く、同地区を含む５地区で60％を超え

るが、大庄地区のみ59.3％と、60％を下回っている。令和３年度末と比べると、6地区

とも割合が上昇し、上昇幅は、中央地区で1.9ポイントと最も大きく、次いで、小田地

区の1.8ポイントが大きい。 

65歳以上人口は、大庄地区が31.1%と30％を超えて最も高く、ほか５地区は20％台

となっている。令和３年度末と比べると、武庫地区で0.3ポイント上昇したが、ほか5

地区は割合が低下し、低下幅は、小田地区で1.2ポイントと最も大きくなっている。 

 

図 1-3-4 年齢 3 区分別人口の構成比 
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表 1-3-5 年齢 3 区分別人口の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③町丁目別 

町丁目の年齢3区分別人口の構成比を示したものが図1-3-6・8・10、その変化を示し

たものが図1-3-7・9・11である。図1-3-6をみると、0～14歳人口の割合が20％以上で

ある町丁目は8ヵ所あり、このうち、上坂部1丁目や潮江5丁目などは鉄道駅に近接する

住宅地である。武庫豊町2丁目や下坂部3丁目などの町丁目は、0～14歳人口が15％以

上の町丁目を合わせてみると、駅からおよそ1km 以上離れた所に多い傾向がある。 

令和3年度末からの変化について図1-3-7をみると、0～14歳人口の割合が低下した

地域は広く分布し、その中には、武庫豊町2丁目や上坂部１丁目、下坂部３丁目のよう

に年少人口の割合が高い地域も含まれている。これらの地域では、子どもの成⾧とと

もに、年少者の割合が低下しているものと考えられる。一方で、割合が上昇した地域

をみると、0～14歳人口の割合が高い町丁目に隣接する地域が多く、大庄地区にも複数

ある。 

15～64歳人口について図1-3-8をみると、割合が70％以上と高いのは南塚口町2～3

丁目、⾧洲中通１丁目、⾧洲西通1丁目など、駅に近接するところに多い。また、東難

波町２丁目のように、開発から年数が経過した住宅地域も割合が高くなっている。 

令和3年度末からの変化をみると、図1-3-9のように、多くの町丁目で割合が上昇し

ている。5ポイント以上上昇したのは、まず、塚口本町5丁目、⾧洲中通１丁目、阪神
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尼崎駅や出屋敷駅周辺など駅周辺であり、駅から離れたところでは、上記の武庫豊町

2丁目のほか、南初島町などの臨海部が目立つ。 

65歳以上人口について図1-3-10をみると、その割合が40％以上であるのは、武庫豊

町３丁目や丸島町、戸ノ内１丁目、4～5丁目など市の縁辺部や、西川１丁目、東難波

町１丁目などの JR 東海道線の線路沿いなどに多くみられる。また、30％以上の地域

にまで広げてみると、市域の南部、西昆陽、戸ノ内、尾浜などに多い。 

令和3年度末からの変化をみると、図1-3-11のとおり、割合が低下したところが多く、

5ポイント以上低下したのは市の南部に多い。割合が5ポイント以上上昇したのは、食

満１丁目、三反田３丁目、神田中通７丁目である。 
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図 1-3-6 町丁目別 ０～１４歳人口の割合（令和７年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

12 

図 1-3-7 町丁目別 ０～１４歳人口の割合の変化（令和３～７年度末） 
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図 1-3-8 町丁目別 １５～６４歳人口の割合（令和７年度末） 
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図 1-3-9 町丁目別 １５～６４歳人口の割合の変化（令和３～７年度末） 
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図 1-3-10 町丁目別 ６５歳以上人口の割合（令和７年度末） 
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図 1-3-11 町丁目別 ６５歳以上人口の割合の変化（令和３～７年度末） 
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４ 在留外国人の人口及び世帯数 

（1）人口 

①全市 

令和7年度末における在留外国人人口は、16,065人である。前年度末より10.7％増加

（1,554人）し、令和３年度末と比べると38.5％の増加（4,464人）となった。 

 

図 1-4-1 尼崎市の在留外国人人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区別 

令和７年度末における在留外国人人口は、図1-4-2及び表1-4-3のとおり、立花地区

が3,262人、園田地区が3,258人と3千人を超え、次いで中央地区が2,858人と多くなっ

ている。 

令和３年度末と比べると、園田地区で60.4％増加（1,227人）し、中央地区は48.8％

増加（937人）、小田地区は44.3％増加（710人）、立花地区は40.1％（934人）と増加率

は40％を上回る。一方で、武庫地区では8.2％増加（149人）で他地区より変化が緩や

かとなっている。 

 

図 1-4-2 6 地区の在留外国人人口 
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表 1-4-3 尼崎市及び 6 地区の在留外国人人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）世帯数及び１世帯当たり人員 

①全市 

令和７年度末における在留外国人世帯は、図1-4-4のとおり12,473世帯であり、前年

度末より25.9％増加（2,562世帯）した。また、令和３年度末に比べて71.0％増加（5,178

世帯）した。 

１世帯当たり人員は1.29人と、前年度末より0.17人減少している。 

 

図1-4-4 尼崎市の在留外国人の世帯数及び１世帯当たり人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区別 

令和７年度末の世帯は、図1-4-5、表1-4-6のとおり、園田地区が2,567世帯、立花地

区が2,481世帯、中央地区が2,214世帯と2千世帯を超え、最も少ない武庫地区で1,507

世帯である。 

令和３年度末に比べると６地区とも増加し、増加率は、園田地区で99.9％増加（1,283

世帯）と、ほぼ2倍に増加している。小田地区で82.5％（803世帯）、中央地区で78.7％



 

19 

（975世帯）、立花地区で74.3％（1,058世帯）と70％を上回っている。 

１世帯当たり人員は、図1-4-5、表1-4-7のとおり、令和７年度は６地区ともこれま

でより速いペースで減少し、小田地区で1.26人と最も少なくなり、立花地区で1.32人

と最も多くなっている。 

 

図 1-4-5 ６地区の在留外国人の世帯数及び１世帯当たり人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-4-6 在留外国人世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-4-7 在留外国人世帯の１世帯当たり人員 
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Ⅱ 人口動態 
１ 人口増減 

（1）全市 

尼崎市の人口動態は、図2-1-1のとおり、昭和46年（1971年）より減少が続いている

が、平成20～21年（2008～09年）、平成30～令和元年（2018～19年）は増加となった。

令和7年（2025年）（暦年１年間。以下同様。）は、図2-1-2にみるように、500人の増加

となり、6年ぶりに人口増加に転じた。 

自然動態は、昭和45年(1970年)をピークに増加数が縮小し、平成17年（2005年）に

は減少となった。平成21年（2009年）以後は減少が続き、減少数は年々拡大してきた。

令和7年は減少数が前年より3.5％（▲103人）縮小し、2,835人の自然減となった。 

社会動態は、昭和44年（1969年）以来減少しているが、平成20年（2008年）に40年

ぶりに社会増となり、平成28年（2016年）年以降は令和3年（2021年）をのぞき、社

会増となっている。令和7年は、増加数が前年より39.0％（935人）拡大し、3,335人の

社会増となった。 

 

図 2-1-1 尼崎市の人口動態（昭和 39 年～令和 7 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-2 尼崎市の人口動態（令和 3～7 年） 
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（2）地区別 

令和７年の地区別の人口動態を図2-1-3、表2-1-4よりみると、園田地区、立花地区、

中央地区では人口増加、小田地区、武庫地区、大庄地区では人口減少となった。園田

地区は625人増加して４年連続の増加となり、立花地区は209人増加して２年連続の増

加となった。中央地区は減少から増加に転じて146人増加、小田地区は減少に転じて、

58人の減少となった。大庄地区、武庫地区は減少が続き、それぞれ216人、206人の減

少となったが、令和３年と比べると減少幅は縮小している。 

 

図 2-1-3 6 地区の人口動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-4 全市及び 6 地区の人口動態 
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２ 自然動態 

（1）全市 

令和7年の自然動態を図2-2-1及び表2-2-3よりみると、出生は3,249人で前年より39

人増加し、死亡は6,084人で前年より64人減少し、2,835人の自然減となった。前年よ

り減少幅は3.5％縮小（▲103人）した。 

令和3年と比べると、出生は10.5％減少（▲383人）、死亡は8.2％増加（459人）し、

減少幅は42.2％拡大（842人）している。 

 

図 2-2-1 尼崎市の自然動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

6地区の自然動態を図2-2-2及び表2-2-3よりみると、出生は、園田地区で814人と最

も多く、次いで立花地区で787人、小田地区で566人、武庫地区で550人という順で多

く、大庄地区及び中央地区では200人台にとどまった。死亡は、立花地区で1,291人と

最も多く、園田地区で1,085人、小田地区で1,067人という順で多く、ほか3地区は1千

人を下回った。 

これらを差引きすると、6地区とも自然減となり、減少数は、中央地区で606人、大

庄地区で603人と最も大きく、立花地区で504人、小田地区で501人、武庫地区で350人、

園田地区で271人という順となった。また、令和3年と比べると、6地区とも減少幅が拡

大している。 
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図 2-2-2 6 地区の自然動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2-3 6 地区の自然動態 
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表 2-2-3 6 地区の自然動態（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 社会動態 

（1）全市 

令和７年の社会動態を図2-3-1よりみると、転入は21,731人、転出は18,431人であり、

その他の社会増減と合計すると3,335人の社会増となった。 

社会増は4年連続であり、増加幅は3年連続の拡大となった。 

 

図 2-3-1 尼崎市の社会動態 
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（2）地区別 

①6 地区の転入・転出 

令和７年の、6地区における市外からの転入について、図2-3-2及び表2-3-3よりみる

と、立花地区が5,240人と最も多く、次いで園田地区が4,962人、小田地区が3,575人と

続き、中央地区、武庫地区、大庄地区は２千人台となっている。転出は、立花地区が

4,481人、園田地区が4,186人、小田地区が3,060人と続き、武庫地区、中央地区が２千

人台であり、大庄地区が1,747人と最も少なかった。 

6地区とも市外からの転入超過となり、その他の社会増減と合計した超過数は、園田

地区が784人、立花地区が767人、中央地区が697人と多い。表2-3-3から前年度と比べ

てみると、転入超過数は、小田地区を除く５地区で増加し、特に、大庄地区では473人

と176.6％増加（302人）、園田地区で114.2％増加（418人）となった。 

 

図 2-3-2 6 地区の転入・転出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-3 6 地区の転入・転出 
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表 2-3-3 6 地区の転入・転出（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市内間増減と社会動態 

市内6地区の社会動態には、市内間転居による増減も含まれるため、市内間増減につ

いてもみておきたい。図2-3-4の棒グラフや表2-3-5をみると、令和７年の市内間増減

は、園田地区で112人増加と最も多く、次いで、中央地区で55人、武庫地区で51人の増

加となった。ほか3地区は減少となり、減少数は、大庄地区が86人と最も大きい。 

上記の転入出と市内間増減を合計すると、6地区とも社会増となった。図2-3-4の折

れ線グラフで示したように、増加数は、園田地区で896人と最も多く、中央地区で752

人、立花地区の713人と続き、武庫地区が144人と最も少なかった。また、転入超過、

かつ市内間増減も増加となった園田地区、中央地区、武庫地区について市内間増加の

割合をみると、園田地区では12.5％、中央地区では7.3％と約１割、武庫地区では35.4％

と約3分の1ほどである。立花地区、小田地区、大庄地区は市外からは転入超過である

が、市内へは人口が流出する状況にある。 
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図 2-3-4 6 地区の市内間増減と社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-5 ６地区の市内間増減と社会動態 
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４ 単身世帯の社会動態 

（1）全市 

令和７年における単身世帯の社会動態を図2-4-1よりみると、転入が前年より6.1％

増加（897世帯）して15,524世帯となり、４年連続の増加となった。転出は、前年より

3.5％増加（400世帯）の11,815世帯となった。この結果、3,709世帯の転入超過となっ

た。超過数は令和4年以降４年連続で拡大している。 

 

図 2-4-1 尼崎市における単身世帯の社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

①6 地区の転入・転出 

令和７年の単身世帯の転入について、図2-4-2及び表2-4-3よりみると、立花地区が

3,755世帯と最も多く、次いで、園田地区が3,385世帯と多かった。転出は、立花地区

が2,791世帯と最も多く、次いで、園田地区が2,541世帯と多く、人口が多い両地区で

は転入・転出とも活発であることがわかる。 

転入と転出を差引きすると、令和7年は６地区とも転入超過となった。このうち、立

花地区及び武庫地区では、令和4年以降、４年連続で超過幅が拡大、中央地区及び大庄

地区では２年連続の拡大となっている。また大庄地区では、転入超過は武庫地区を上

回る384世帯となった。 

令和３年と比べると、転入は6地区とも増加し、転出は武庫地区で減少、ほか５地区

は増加の傾向にあるものの、転入の増加率を下回っている。 
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図2-4-2 6地区の単身世帯の転入・転出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-4-3 6 地区の単身世帯の転入・転出 
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表 2-4-3 6 地区の単身世帯の転入・転出（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市内間増減と社会動態 

令和７年の単身世帯の市内間増減をみると、図2-4-4の棒グラフ、表2-4-5に示した

とおり、増加したのは、中央地区の71世帯、武庫地区の20世帯である。ほか4地区は減

少し、減少数は、大庄地区で65世帯と最も多かった。 

上記①の転入出と市内間増減を合計すると、6地区とも社会増となった。増加数は、

立花地区で947世帯と最も多く、次いで、園田地区で844世帯、中央地区で761世帯と

続き、武庫地区で257世帯と最も少なかった。また、市内・市外とも転入超過となった

2地区では、社会増のうち市内間増減が占める割合は中央地区で9.3％、武庫地区で

7.8％と1割弱である。また、大庄地区では、市外からの転入超過が384世帯である一方、

市内間増減では65世帯の減少であり、小田地区や立花地区に比べると、市外から転入

があっても市内へ転居していくという動きが目立つ。 

 

図 2-4-4 6 地区の単身世帯の市内間増減と社会動態 
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表 2-4-5 6 地区の市内間増減と社会動態 
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５ 二人世帯の社会動態 

（1）全市 

世帯員二人で転入出した世帯について令和７年の状況を図2-5-1及び表2-5-3をみる

と、転入が前年より6.5％増加（100世帯）して1,637世帯、転出が0.5％減少（▲6世帯）

して1,286世帯となり、351世帯の転入超過となった。人口動態分析を開始した平成29

年以来、二人世帯の転入超過が続いている。 

超過数は前年より43.2％（100世帯）の拡大となった。 

 

図 2-5-1 尼崎市の二人世帯の社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

①6 地区の転入・転出 

令和７年における二人での転入は、園田地区で431世帯、立花地区で401世帯と多く、

小田地区が275世帯、武庫地区が234世帯の順で多く、大庄地区が139世帯と最も少な

かった。転出は、立花地区が320世帯と最も多く、次いで、園田地区が286世帯、小田

地区が220世帯、武庫地区が214世帯と続き、大庄地区が108世帯で最も少なかった。 

転入は、年ごとの変動が大きいが、令和３年と比べてみると、武庫地区は減少、大

庄地区は横ばい、ほか4地区は増加し、特に立花地区は４年連続で増加している。転出

は、転入ほど変動は大きくないが、令和3年と比較して、武庫地区、大庄地区、園田地

区で減少、ほか３地区は増加している。 

また、両者を差引きすると、令和7年は６地区とも転入超過となった。図表には示さ

れていないが、小田地区、立花地区、園田地区は、人口動態分析を開始した平成30年

以来8年連続の転入超過となっている。 
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図 2-5-2 6 地区の二人世帯の転入・転出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-5-3 6 地区の二人世帯の転入・転出 
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表 2-5-3 6 地区の二人世帯の転入・転出（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市内間増減と社会動態 

令和７年における二人世帯の市内間増減をみると、図2-5-4の棒グラフ、表2-5-5に

示したとおり、増加したのは、園田地区で30世帯、武庫地区で20世帯、大庄地区で12

世帯であった。ほか3地区は減少し、立花地区は44世帯の減少となった。 

上記①の転入出と合計すると、図2-5-4の折れ線グラフに示すとおり、6地区とも社

会増となり、増加数は、園田地区で175世帯と最も多く、次いで小田地区の51世帯、大

庄地区の43世帯と続き、中央地区の14世帯が最も少なかった。また、市内・市外とも

転入超過となった3地区では、社会増のうち市内間増減が園田地区で17.1％、武庫地区

で35.5％、大庄地区で27.9％を占め、武庫地区では市内間増減の割合が高いことがわ

かる。大庄地区では、上述のように単身世帯は市内間増減では減少したものの、二人

世帯では増加し、世帯種別により動向が異なっている。 

 

図 2-5-4 6 地区の二人世帯の市内間増減と社会動態 
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表 2-5-5 6 地区の市内間増減と社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

36 

６ 三人以上世帯の社会動態 

（1）全市 

世帯員三人以上で転入出した世帯について令和７年の状況を図2-6-1及び表2-6-3を

みると、転入は前年より10.8％（81世帯）増加して832世帯、転出は横ばい（0世帯）

の1,087世帯となり、255世帯の転出超過となった。 

転出超過は、この人口動態分析が始まって以来続いているが、超過数を令和３年と

比べると、40.3％減少（▲172世帯）となった。 

 

図 2-6-1 尼崎市の三人以上世帯の社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

①6 地区の転入・転出 

三人以上での転入は、園田地区で207世帯と最も多く、次いで、立花地区で193世帯、

武庫地区で147世帯、小田地区で123世帯と続き、中央地区が75世帯と最も少なかった。

転出は、園田地区及び立花地区が293世帯と最も多く、武庫地区で194世帯、小田地区

で168世帯と続き、大庄地区が68世帯と最も少ない。 

三人以上の世帯の転入も年ごとの変動が大きいが、令和３年と比べると、小田地区

で30.9％増加（29世帯）、立花地区で18.4％増加（30世帯）、中央地区で15.4％増加（10

世帯）、園田地区で5.1％増加（10世帯）となり、武庫地区、大庄地区では減少した。

転出は、立花地区で6.2％の増加（17世帯）し、ほか5地区は減少した。特に、大庄地

区は27.7％減少（26世帯）、武庫地区で25.1％減少（65世帯）と20％以上の減少となっ

た。 
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図 2-6-2 6 地区の三人以上世帯の転入・転出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-6-3 6 地区の三人以上世帯の転入・転出 
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表2-6-3 6地区の三人以上世帯の転入・転出（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市内間増減と社会動態 

令和７年における三人以上での転居による市内間増減を図2-6-4の棒グラフ、表2-6-

5に示すとおり、園田地区で17世帯の増加、立花地区で11世帯の増加、武庫地区で2世

帯と北部3地区で増加、南部3地区は減少となった。 

上記①の転入出と合計すると、図2-6-4の折れ線グラフに示すとおり、大庄地区で４

世帯、中央地区で3世帯と若干の増加、ほか４地区は社会減となった。減少数は、立花

地区で89世帯、園田地区で69世帯、小田地区で59世帯、武庫地区で45世帯という順と

なった。 

また、北部3地区及び小田地区は、市外へは転出超過であるが、市内間増減では増加

し、さらに転入出も数十世帯と多い。大庄地区及び中央地区は転入出や転居は少なく、

市内間増減では減少するが、市外からの転入がやや上回る地域となっている。 

 

図 2-6-4 6 地区の三人以上世帯の市内間増減と社会動態 
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表 2-6-5 6 地区の三人以上世帯の市内間増減と社会動態 
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７ 年齢別及び転入元・転出先別の移動数 

（1）年齢別の移動数 

令和７年における年齢10歳階級別の転入出をみると、図2-7-1及び表2-7-3に示した

とおり、20～29歳で転入が8,878人、転出が6,470人と、ともに他の世代より突出して

多く、次いで、30～39歳で転入が4,243人、転出が4,138人と多かった。0～9歳では、

転入が992人、転出は1,405人であった。 

これを差引きすると、転入超過になったのは10～19歳から50～59歳までの世代であ

り、超過が大きいのは、20～29歳（2,408人）、10～19歳（193人）、50～59歳（178人）

である。0～9歳（▲413人）、60歳以上（▲115人）は転出超過となった。 

転入超過・転出超過は年ごとの変化が大きいが、令和３年と比べると、20～29歳で

は転入超過数が1,392人増加、10～19歳では143人増加した。30～39歳、40～49歳、50

～59歳は転出超過から転入超過へ転じた。0～9歳では、転入超過数は200人減少、60

歳以上では121人減少した。 

 

図 2-7-1 尼崎市の年齢 10 歳階級別転入出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）転入元・転出先別の移動数 

令和７年における転入を、主な転入元別にみると、図2-7-2、表2-7-3のように、大

阪市が3,245人、神戸市が2,115人、西宮市が1,616人、東京圏が1,568人、伊丹市が1,020

人と多かった。令和3年と比べると、神戸市が23.8％増加（407人）、大阪市が22.8％増

加（602人）と20％を超える増加となった。 

転出は、大阪市が2,876人と最も多く、次いで、東京圏が1,921人、伊丹市が1,492人、

神戸市が1,465人、西宮市が1,251と続く。令和３年と比べると、伊丹市で16.3％（209

人）、明石市で9.1％(20人)、大阪市が4.0％（110人）と増加した。減少となったのは、

西宮市14.7％（▲216人）、豊中市6.7％（▲31人）、宝塚市で2.6％（▲12人）であった。 

転入・転出を差引きすると、大阪市、神戸市、西宮市、明石市、豊中市は転入超過、

東京圏、伊丹市は転出超過となった。 



 

41 

図 2-7-2 主な転入元・転出先別の転入出 
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表 2-7-3 主な転入元・転出先別の転入出 
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表 2-7-3 主な転入元・転出先別の転入出（続き） 
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表 2-7-3 主な転入元・転出先別の転入出（続き） 
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Ⅲ ファミリー世帯の社会動態 
１ 社会動態 

（1）全市 

ファミリー世帯（本報告書では、世帯主と５歳未満の子どもがいる世帯を指す。）の

社会動態をみると、図3-1-1及び表3-1-3のとおり、令和７年は、転入は前年より5.8％

増加（＋33世帯）して595世帯、転出は前年より横ばい（＋2世帯）の890世帯となり、

292世帯の転出超過となった。 

ファミリー世帯の転出超過は、本分析を開始して以来続いているが、超過は前年よ

り31世帯縮小、令和３年と比べて86世帯の縮小となった。 

 

図 3-1-1 尼崎市のファミリー世帯の社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

①6 地区の転入・転出 

6地区におけるファミリー世帯の転入は、図3-1-2及び表3-1-3のとおり、園田地区で

158世帯、立花地区で145世帯、小田地区及び武庫地区でともに89世帯、大庄地区で64

世帯、中央地区で53世帯であった。転出は、園田地区が246世帯、立花地区が229世帯

と200世帯を超え、続いて、武庫地区で156世帯、小田地区で138世帯、中央地区66世

帯、大庄地区で55世帯となった。 

転入は年ごとの変動が大きいが、令和３年と比べてみると、小田地区が25.4％増加

（18世帯）、立花地区で20.8％増加（25世帯）となり、中央地区、園田地区も増加した。

一方、武庫地区では23.3％減少（▲27世帯）、大庄地区では8.6％減少（▲6世帯）とな

った。転出は、大庄地区で28.6％減少（▲22世帯）、武庫地区で18.3％減少（▲35世帯）

となったほか、小田地区、武庫地区も減少した。中央地区、立花地区は若干の増加と

なった。 
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図 3-1-2 6 地区のファミリー世帯の転入・転出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1-3 6 地区のファミリー世帯の転入・転出 
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表 3-1-3 6 地区のファミリー世帯の転入・転出（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市内間増減と社会動態 

令和７年におけるファミリー世帯の市内間増減を図3-1-4の棒グラフ、表3-1-5でみ

ると、市内間転居で増加となったのは、園田地区14世帯、中央地区5世帯である。武庫

地区は差引き0世帯、大庄地区は9世帯の減少、立花地区は3世帯の減少となった。 

上記①の転入出と合計すると、図3-1-4の折れ線グラフに示すとおり、大庄地区で増

減なしとなり、ほか5地区は社会減となった。減少数は、立花地区で84世帯と最も多く、

次いで、園田地区で74世帯、武庫地区で70世帯、小田地区で56世帯と続いた。 

北部3地区及び小田地区から市外への転出が多い。人口が多く、転入出も多い地域で

転出が多く、大庄地区、中央地区は人口が少なく移動も少ない状況が続いている。ま

た、武庫地区はこれまで市内間増減では増加となっていたが、令和7年は減少に転じて

いる。 

 

図 3-1-4 6 地区のファミリー世帯の市内間増減と社会動態 
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表 3-1-5 6 地区のファミリー世帯の市内間増減と社会動態 
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２ 転入元・転出先別の移動数 

ファミリー世帯の主な転入元・転出先別について、図3-2-1及び表3-2-2をみると、

令和7年の転入は、大阪市からが115世帯で最も多く、次いで、西宮市からが62世帯、

東京圏からが55世帯、神戸市からが52世帯と続いている。転出は、伊丹市が156世帯

と最も多く、神戸市が90世帯、西宮市が88世帯、東京圏が68世帯と続いた。伊丹市へ

の転出が前年より41.8％増加（46世帯）となり、本市に隣接して大規模マンションが

竣工し、入居が始まった影響である。 

転入・転出を差引きすると、大阪市からは転入超過、その他の市・地域へは転出超

過となった。特に、伊丹市の転出超過は、前年より77.8％（56世帯）拡大して128世帯

となり、変化が大きい。 

転入・転出は年ごとの変化があり一定した傾向は見えにくいが、令和３年と比べる

と、明石市からの転入が14世帯へ増加して10世帯を超えた一方、東京圏からの転入が

19.1％減少（▲13世帯）、宝塚市からの転入も減少している。転出は、上述の伊丹市が

増加して令和3年に対して33.3％増加（39世帯）となった。神戸市も15.4％増加（12世

帯）している。 

 

図 3-2-1 ファミリー世帯の地域別転入・転出 
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表 3-2-2 ファミリー世帯の地域別転入・転出 
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３ 町丁目別移動 

ファミリー世帯の社会増減を詳細に把握するために、6地区それぞれで転入・転出超

過が多い町丁目を、表3-3-1に掲出した。また、図3-3-2に転入・転出超過数別の地図

で示した。 

令和７年に転入超過となった町丁目では、園田地区の「小中島３丁目」（27世帯）が

最も多く、同地区の「上坂部１丁目」（21世帯）、立花地区の「南塚口町７丁目」（20世

帯）が20世帯以上となっている。転出超過となった町丁目では、園田地区の「南塚口

3丁目」（17世帯）が最も多く、次いで立花地区の「上ノ島町１丁目」（16世帯）、「塚口

町１丁目」（14世帯）、小田地区の「額田町」（13世帯）と続いている。令和７年は50世

帯を超えるような町丁目はなかった。 

最近5年間の転入超過が多かった町丁目は毎年入れ替わりがあるものの、令和７年

に各地区上位５位までに挙がった町丁目のうち、武庫地区の「武庫之荘８丁目」は令

和４年を除く４ヵ年、園田地区の「食満５丁目」は令和４年以降の４ヵ年、中央地区

の「西難波町３丁目」、「同６丁目」、立花地区の「尾浜町１丁目」は2ヵ年について名

前が挙がっている。これらの町丁目の様子をみると、「武庫之荘８丁目」及び「食満５

丁目」は農地が残る一方、戸建て住宅が増えている。「西難波町３丁目」、「同６丁目」、

「尾浜町１丁目」は駅から離れた戸建て住宅中心の住宅地である。戸建て住宅中心の

地域は、少数ながら転入が続き、西難波町のように1950年代に宅地化した地域でも断

続的に転入があることがわかる。マンション開発では数十世帯以上のファミリー世帯

が短期間に増加するのと対照的である。 

転出超過が多かった町丁目は、これまでも転出が続いているところが多い。特に、

小田地区の「額田町」、園田地区の「南塚口町３丁目」は5ヵ年連続、中央地区の「東

難波町5丁目」、立花地区の「南武庫之荘2丁目」、「塚口本町１丁目」、武庫地区の「南

武庫之荘１丁目」は４ヵ年名前がみえる。これらの町丁目の様子をみると、「額田町」

は藻川、山陽新幹線と名神高速道路の高架、山幹通りに囲まれ、中高層住宅、戸建て

住宅、工場、オフィス等が混在する。「東難波町５丁目」は国道２号線に面し、オフィ

スビル、飲食店のほかラブホテルが散在する。「南塚口町３丁目」や「塚口本町１丁目」、

「南武庫之荘1丁目」「同2丁目」等は阪急線の駅に近く、アパートの割合が比較的高く、

飲食店や商業地も多い地域であり、転入超過となっているエリアとは対照的である。 

参考のため令和3年以降のファミリー世帯の社会増減について町丁目別に示した地

図を、図3-3-3～6に付しておく。 
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表 3-3-1 町丁目別 ファミリー世帯の転入超過・転出超過 
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図 3-3-2 町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武庫之荘8丁目

南武庫之荘1丁目

南武庫之荘2丁目

西難波町6丁目 

西難波町3丁目 

東難波町5丁目 

尾浜町1丁目 

額田町 

上ノ島町1丁目

食満5丁目 

南塚口町3丁目塚口町1丁目 

塚口本町1丁目
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図 3-3-3 町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和３年） 
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図 3-3-4 町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和４年） 
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図 3-3-5 町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和５年） 
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図 3-3-6 町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和６年） 
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